予算要求資料
平成27年度当初予算　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名　専門家によるＮＰＯ組織基盤強化事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

　環境生活部　環境生活政策課　ＮＰＯ・宗教法人係
電話番号：058-272-1111（内2387）　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　　　　1,162千円（前年度予算額： 1,223千円）　        　　　　　　　
＜財源内訳＞

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,223
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,223

	要求額
	1,162
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,162

	1月29日時点
査定額
	1,162
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,162

	決定額
	1,162
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,162


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
国の借金が膨らみ税収が増えない中、公共のすべてを行政が担うことは不
可能であり、公共の担い手としてＮＰＯ法人の活力が期待されている。
ＮＰＯ法人が公共の担い手となるためには、健全な法人運営・会計管理に
よる安定した事業収入の確保や寄附等による活動資金の獲得が必要である
が、運営を担う人材の不足等により、自立した活動ができていない。

このため、ＮＰＯ法人に必要な分野の専門家を囲んで意見交換会を開催し、
運営力、営業力、ＰＲ力、資金調達力などのマネジメントができる人材育成
により、ＮＰＯ法人の組織基盤強化を図る。
（２）事業内容

ＮＰＯ法人の組織力強化に必要な分野の専門家と、ＮＰＯ法人関係者（中
間支援組織）を囲み、ＮＰＯ法人が抱える様々な問題を議題に、意見交換会
を実施する。

講師は２人体制（専門家、ＮＰＯ法人関係者）で行い、意見交換の円滑化
を図る。
【実施分野】

４つの分野で行う。専門分野ごとの意見交換とする。

・組織運営　　(適正な法人運営)

・経営・経理　(新会計基準、事業計画)

・資金調達　　(融資、資金・人材調達)

・広報　　　　(広報戦略、情報発信力)

【対象人数】

県内ＮＰＯ法人（４分野×２回　各分野20人程度）

（３）県負担・補助率の考え方
「共助社会づくり」の担い手となるＮＰＯの自立・発展を促すため、県負

担によりＮＰＯの支援事業を実施する。
（４）類似事業の有無

　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	400
	講師謝金、コーディネーター料

	旅費
	140
	講師、職員旅費

	使用料及び賃借料
	87
	会場使用料

	需用費
	40
	発送資料、封筒等の消耗品費

	役務費
	492
	郵便料

	会議費
	3
	講師、コーディネーター飲料代

	合計
	1,162
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
【岐阜県長期構想】

Ⅳ　政策の方向性「清流の国ぎふ」の未来づくり

３　「清流の国ぎふ」づくり（「2020プロジェクト」）

（４）地域を支え、未来を担う人づくり
　　　　　　　　○ＮＰＯの自立・発展の促進
（２）国・他県の状況

・内閣府主催：共助社会づくり懇談会

地域の活性化を図るとともに、全ての人々がその能力を社
会で発揮できるよう下支えを進める共助社会をつくってい
くためには、特定非営利活動法人等による地域の絆を活か
した共助の活動が重要となってくる。このような活動の推
進に必要な政策課題の分析と支援策の検討を行う場として、
共助社会づくり懇談会を開催。
（３）後年度の財政負担
　　　事業の効果、事業関係者の意見を聴きながら、事業の継続性を検証する。
（４）事業主体及びその妥当性
県が直接実施することにより、多くのＮＰＯ法人の参加が見込まれる。

また、参加するＮＰＯ法人の事前・事後のフォローアップが可能となる。

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　ＮＰＯ法人の運営力、営業力、ＰＲ力、資金調達力などのマネジメントができる人材が育成され、ＮＰＯ法人の活動が自立・定着することを目的とする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ＮＰＯ法人数（延べ）
	0
（H25）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	80  

（H27）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　組織運営、マーケティング、財務、広報等の専門家を招き助言をいただき、他県で活躍するＮＰＯ法人から取組を発表いただき、ワークショップ受講者との意見交換を実施。

　４分野×２回　計８回開催

　４分野×20人以内＝80人以内（のべ人数）予定


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	運営・財政基盤の脆弱さが、企業や行政の事業パートナーとしての信頼関係構築の高い壁となっている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	専門家を囲み、ＮＰＯ法人が抱える様々な問題を議題に意見交換を行うため、実態にそった助言ができ、基盤強化に繋がる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	県が直接実施することにより、必要最低限の費用で実施できる。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
「新しい公共」に続き、国の「共助社会づくり」が始まり、仕組みの構築が求められている。
国の借金が膨らみ税収が増えない中、公共のすべてを行政が担うことは不可能であり、公共の担い手として社会的課題を解決することを目的とするＮＰＯ法人は期待されている。

　一方で、財政基盤の弱いＮＰＯ法人が多く、活動に必要な資金が慢性的に不足しており、目指す活動が十分にできていない。また、ＮＰＯ法人は、適正な運営・会計、資金調達の知識及び広報戦略などを効果的に行い、事業活動を行うために必要な寄附を受けるなどの技術が不足している。

そのため、ＮＰＯ法人の各組織基盤を強化し、透明性や健全性の確保を促進する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

ＮＰＯ法人の組織基盤の強化を図ることで、公共の担い手としての存在価値を向上させる必要がある。


